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価格効果
• 課税によるエネルギー価格上昇により、エネルギー需要量が減少することに
伴うＣＯ２削減効果。（エネルギー需要の価格弾力性）

財源効果
• 税収を既存の温暖化対策費用に充てることなどにより、対策技術の導入が
促されることに伴うＣＯ２削減効果。

価格効果

財源効果 中長期効果（ｲﾉﾍ゙ ｼーｮﾝ、ｲﾝﾌﾗ、波及効果等）短期効果（既存技術の導入等）

長期価格弾力性短期価格弾力性

※次項以降は、第8回小委員会（平成31年4月）における試算を更新したものであるが、例えば以下の点
に留意が必要。（なお、本試算は、現行の温対税が成長に資するかについて評価をしたものではない。）
【価格効果】（P2,3）
・エネルギー需要の価格弾力性は、推計モデル等によって大きく変わり得る。
・価格効果には、上記の他にも、よりCO2排出係数の低い燃料種への転換を促す効果や、将来の課税水
準を事前に明示することで価格変化前に低炭素・脱炭素投資を促す効果（アナウンスメント効果）等があ
るが、本試算はエネルギー需要の価格弾力性を用いた試算であり、これらの効果は含まれない。
【財源効果】（P4,5）
・「行政事業レビューシート」に記載された事業の情報をもとに当該単年度のCO2削減量の試算を行った
もの。よって、各事業による将来のCO2削減量や中長期効果（将来のイノベーションやインフラ整備等に
よる効果）は含まれない。

課税によるCO2削減効果（本資料における試算）
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推計期間
産業部門 家庭部門 業務部門 運輸部門

短期 長期 短期 長期 短期 長期 短期 長期

1982-2018年度 -0.07 -0.41 -0.19 -0.74 -0.30 -0.78
-0.07（旅客）
-0.05（貨物）

-0.56（旅客）
-0.14（貨物）

○ エネルギー需要の価格弾力性は、短期で-0.05～-0.30、長期で-0.14～-0.78。

○ 本弾力性に従い、地球温暖化対策のための税の導入に伴うエネルギー価格の上昇により、エネル
ギー需要が削減され、２０１９年度に３２０万トンのＣＯ２削減効果（価格効果）が見込まれる。

エネルギー需要の価格弾力性の推定結果

注2 産業部門にはエネルギー転換部門を含む。一部、国立環境研究所のデータを使用。

２０１９年度 産業 家庭 業務 運輸 合計 出典

非課税時ＣＯ２排出量（百万トン） 472.1 159.6 194.0 206.3 1,032.0 ―

課税時ＣＯ２排出量（百万トン） 470.5 159.2 193.1 206.0 1,028.8
2019年度の温室効果ガス
排出量（確報値）

ＣＯ２削減量（百万トン） ▲1.6 ▲0.4 ▲0.9 ▲0.3 ▲3.2 ―

非課税時からのエネルギー
需要削減率（％）

▲0.35 ▲0.23 ▲0.45 ▲0.15 ▲0.31 ―

地球温暖化対策のための税による直接的なＣＯ２削減効果

注1 弾力性はシラー･ラグ分布を用いた最小二乗法でエネルギー需要関数を、実質エネルギー価格（燃料種別エネルギー価格を加重平均した値）を用いて推定。
短期とは当期（つまり経常時）の値、長期とは当期から最大ラグ期間（産業12年、家庭10年、業務12年、旅客運輸13年、貨物運輸14年）での各年における係
数推定値を合計した値。

温対税の価格効果
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○ エネルギーの価格弾力性を推定し、地球温暖化対策のための税によるＣＯ２削減効果（価格効果）
を推計する。

項目 実施内容

(ア) 価格弾力性の推定
エネルギー消費量を実質GDPやエネルギー価格で説明する価格弾性値モデルを
部門別（産業、家庭、業務、旅客輸送、貨物輸送）に構築し、価格弾力性を推定。

(イ) ＣＯ２削減量の推計
（ア）で推定した価格弾力性を用いて、2019年度における課税に伴うエネルギー需
要削減率を推計。これを2019年度のＣＯ２排出量に乗じ、課税によるＣＯ２削減効果
（価格効果）を推計。

価格効果の推計手順

Et：t期におけるエネルギー消費量

GDPt：t期における実質GDP

PRICEt：t期における実質平均エネルギー価格

ut：その他項 α：係数 β：所得弾力性

γi：第i番目のラグ年数時の価格弾力性（i = t-T, ..., t：最大ラグ年数は T年）

γt：短期の価格弾力性 γt-T～γtの合計値：長期の価格弾力性

t

t

Tti

iit uPRICEGDP  


)ln()ln()ln(E t 

価格弾性値モデル（部門別多項分布ラグモデル） ※1 ※1 中央環境審議会第２回グリーン税制とその経済分析等に
関する専門委員会（2008） 資料１（天野）に準じた手法。

（参考）価格効果の試算方法
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温対税の財源効果（令和元年度）

環境省及び経済産業省の令和２年度行政事業レビューシート（最終公表）を
用いて、温対税による令和元年度における財源効果（単年度）を試算（※）。

（出所） 内閣官房（2020）「各府省の令和２年度行政事業レビューシート(最終公表)」、資源エネルギー庁（2020）「総合エネルギー統計」、IEA（2020）「World CO2 Emissions from Fuel 
Combustion」 、「租税及び印紙収入予算の説明」（第198回国会）、財務省（2018）「平成31年度予算のポイント 経済産業、環境、司法・警察係予算」、財務省（2012）「税制改正（内国
税関係）による増減収見込額」より試算。

 令和元年度において355万t-CO2の削減効果（財源効果）が見込まれる。

 令和元年度におけるCO2削減コスト（※）は平均16,451円/t-CO2/年と試
算される。

※ 行政事業レビューシート上にCO2排出削減量の記載がない事業等の一部の事業を除いたCO2削減効果。

行政事業レビューシート※の例

※ 行政事業レビューシートとは、政府
が実施している原則全ての各事業
（約5,000事業）について、各府
省自らが事業の執行状況や資金
の流れ等を統一した様式に記載す
るもの。

レビューと政策評価との連携を確保
するため、政策評価における当該
事業に関連する測定指標の達成
状況が記載される。特にエネ特事
業では、CO2削減量や省エネ量が
指標として記されることがある。

※令和元年度におけるCO2削減コスト：令和元年度の執行額／令和元年度単年度でのCO2削減量。令和元年度に実施した事業
によって将来削減されるCO2削減量を加味しない値であることに留意が必要。

令和元年度の成果実績
を抽出して合算
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（参考）財源効果の試算方法

 環境省及び経済産業省の令和２年度行政事業レビューシート（最終公表）（令和元年度の事業に係る行政事
業レビューシート）に記載された事業に関する情報を収集。

 環境省分については、エネ特事業の全てを抽出。経済産業省分については、エネ特事業のうち、エネルギー需給構造
高度化対策事業に属する事業のみを抽出。

 これらのうち、CO2排出削減量の記載がある事業、及び排出削減量の記載はないものの、 CO2排出削減量に準じる
指標（再生可能エネルギー導入量やエネルギー削減量等）の記載がある事業を抽出。後者については、 CO2排出
係数を乗じてCO2排出削減量に換算。

 その上で、上記で抽出した事業から、国外での削減を見込む事業や、事業単体での削減効果の推計が困難な事業を
除外。

 最終的に抽出された事業の全てについて、令和元年度単年度のCO2削減量を集計。
これを基に、温対税による財源効果（令和元年度単年度相当分）を試算している（※）。

※ 令和元年度エネルギー需給構造高度化対策費に占める温対税の税収の割合を推計し（約46％）、温対税による財源効果を当該割合で按分し
て試算。
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（参考）温対税及びエネ特について

一般会計から
の繰入金：
5,399億円

剰余金受入：
1,927億円

LPG

石炭

LNG

石油

石油石炭税課税

石油石炭税：
6,060億円

【環境省】
1,602億円

【経済産業省】
3,156億円

採取・輸入段階

一般会計
エネルギー対策特別会計
（エネルギー需給勘定）:7,327億円

繰入
エネルギー需給構造
高度化対策

4,758億円

燃料安定供給対策
（経済産業省）

2,569億円

歳入 歳出

（令和3年度予算額）

関係省庁で連携し、
効果的・効率的に
事業を実施

（出所）財務省（2020）「令和三年度予算のポイント 経済産業、環境、司法・警察係予算」、及び「地球温暖化対策のための税の導入」（環境省ウェブページ）より環境省作成。

 温対税を含む石油石炭税の税収は、一般会計からエネ特における「エネルギー需給勘定」に
繰り入れられた上で、エネルギー需給構造高度化対策（エネルギー起源CO2排出抑制対策
等）などに活用されている。

※平年度（平成28年度以降）の税収見込額

〔うち温対税：
約2,600億円

（※）〕
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（参考）環境省の設備導入事業による
CO2排出削減実績等の集計結果

（将来のCO2排出削減分も含めた平成30年度までの集計結果）
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環境省の実施した設備導入事業によるCO2排出削減実績

 環境省が実施した、再エネ・省エネ設備導入事業によるCO2排出削減実績（H24～H30完
工分）について、第三者機関による評価・検証結果を集計（※） 。
※集計方法等は次々頁参照

 当該集計によるこれまでの排出削減実績の合計は、約1,884万t-CO2。

補助事業による各年度の削減実績等

H24当初 H24当初
H24補正

H25当初

H25当初

H25当初

H25当初 H25当初
H25補正

H26当初

H26当初 H26当初
H26当初

H27当初

H27当初
H27当初

H28当初

H28当初 H28当初

H29当初

H29当初

H29補正

H30当初

8,120 

17,521 

22,580 

26,503 

29,578 

44,927 

H24当初
H24補正

H25当初 , 

H25当初 , 
H25補正

H26当初

H26当初

H27当初

H27当初

H28当初

H28当初 H28当初

H29当初

H29当初

H29補正

H30当初

404 

933 

1,215 

1,665 

1,951 

1,818 

941 

1,943 

3,164 

3,735 

3,214 

5,845 

CO2削減量（単位：千tCO2）

約1,884万t-CO2

件数（単位：件）補助額（単位：百万円）
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環境省の実施した設備導入事業によるCO2排出削減コスト

 CO2削減コストは温対税導入当初（平成24年度）と比較して全体として漸減傾向にある。
 平成30年度に設備が完工した事業のCO2削減コストは、7,700円/t-CO2。

補助事業による各年度のCO2削減コスト

※ CO2削減コスト：補助額／（１年当たりのCO2削減量×法定耐用年数）

（単位：円/ t-CO2）
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（参考）集計方法等

環境省では、実施した設備導入補助事業の効果について、第三者機関による検証・評価を行っている

（個々の案件ごとに、CO2削減効果や削減コストの実績を書面や現地で確認）。

今回はその検証・評価結果を集計したものであり、その方法は以下のとおり。

平成24年度から平成30年度までの設備導入補助事業（廃棄物処理設備整備事業、ファンド事業、エコリース事業を除
く※）のうち、再エネ・省エネ設備導入により国内のCO2排出量を直接的に削減するものを対象とした。
※廃棄物処理設備整備事業はインフラ整備事業であり、他の設備導入事業と事業の性質が異なることから、全体集計から除外。
ファンド事業は他の設備導入事業と異なり出資事業であり、実補助率も一定でないことから、全体集計から除外.
エコリース事業は他の設備導入事業と異なりリース料に対する補助であり、補助率も低い（数%程度）ことから、全体集計から除外。

書面や現地で確認し、実際に設備の稼働が開始されていることが確認できた案件のCO2排出削減量を算出するなどして
合計。

 CO2排出削減実績は、それぞれの補助事業で導入された設備が法定耐用年数にわたって稼働するものと仮定し、当該年
数において削減する量の累計を、完工時の削減量として算出したもの。複数年度かけて完工に至る事業の場合、当該事
業によるCO2削減量は完工時（事業最終年度）に一括計上。

なお、本集計結果は、補助対象事業者が設備の導入により直接削減した実績値を集計したものであるため、補助事業
実施による波及効果を含まない。
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（参考）エネ特を活用した設備導入補助事業の事例

 地域の脱炭素化、脱炭素型ライフスタイルへの転換のための各種設備導入を支援

自立・分散型エネルギーシステム導入

千葉県睦沢町：R1.9
台風15号上陸時に停電
が発生したが、道の駅や
隣接町営住宅に自営線
で電力供給を行い、地域
の防災拠点として機能

（出典）（株）CHIBAむつざわエナジー, 
プレスリリース資料

地域再エネを活用したEV導入

神奈川県小田原市：地域
再エネで動くカーシェアリング
用EV（100台）を導入

（出典）小田原市資料など

PPA活用による再エネ･蓄電池導入

住宅のZEH化・断熱リフォームラストワンマイル配送の電動化 再エネ100%+電動車購入

PPA：需要家が初期投資や維持管理コスト
を負担せずに、太陽光発電等を設置できる新
たな枠組み

需要家（企業等）

太陽光パネル
設置等

発電事業者

電気利用料
(利用料低減等に
より需要家が裨益)

PPAモデルによる太陽光発電設備・蓄電池導入
により、設備の価格低減の促進、地域の脱炭素
化と災害時のレジリエンス向上を同時実現

バッテリー交換式
電動二輪車

交換式バッテリー

日本郵便：集配用二輪車として、バッテリー交
換式電動二輪車2,000台を導入

開口部の断熱改修戸建ZEH
（ネット・エネルギー・ゼロ・ハウス）

脱炭素化とヒートショック対策推進の観点から、
ZEH化・断熱リフォームを推進

「動く蓄電池」としての活用も含め電動車の普
及加速化のため、再エネ100％調達と併せた電
動車の導入を集中支援（R2 ３次補正）

充放電設備
外部給電

＋
（オプション）

EV/PHEV/FCV
※下記要件を満たす場合

・家庭/事務所等の電力を再エネ100％電力調達とした場合に限る
・モニター参画に必要なデータの提供が可能であること

従来の補助額を倍増し最大80万円支援
充放電設備を合わせると最大195万円支援(個人の場合)

11



（参考）エネ特を活用した技術開発・実証事業の事例

 様々な技術に関する技術開発・実証を実施し、実用化・社会実装に貢献

ZEB（ネット･ゼロ･エネルギービル）

燃料電池バス･フォークリフト

浮体式洋上風力

EV向けリチウムイオン電池

（出典：オートモーティブエナジーサプライ（株）
日産自動車（株） ）

（出典： トヨタ自動車（株））

（出典： 大成建設（株））

再エネ等由来水素 CCUS

（出典： 戸田建設（株））
CNFを活用した車両部材

CNF（セルロースナノファイバー）

（出典：M. Mitov in Soft Matter 2013, 13, 4176-4206
the original artwork by Mark Harrington, Copyright 
University of Canterbury, 1996）

樹木

（出典：ナノセルロース
フォーラム）

CNF

コンテナの軽量化等

（出典： 昭和電工（株））

GaN（窒化ガリウム）

GaN半導体を用いた
選択型マイクロ波加熱装置

GaNデバイスを用いたEV

AGV：All GaN Vehicle

（出典： （株）豊田自動織機）

NCV：Nano Cellulose Vehicle

商用規模のCO2回
収実証プラント
（代表；東芝エネ
ルギーシステムズ
（株））

CO2 分離回収設備
10ton-CO2/日

廃棄物発電施設に
CO2回収施設（東芝
製）を設置
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